
 

 

 

シルバー人材センターを利用される発注者の皆さまへ  
 
 

 

 

  
〇フリーランス法とその目的 

 
「フリーランス法」（「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律」令和

６年11月１日施行）は、フリーランスの方が安心して働ける環境を整備するために制

定されました。具体的には、フリーランスの方と企業などの発注事業者の間の取引の

適正化とフリーランスの方の就業環境の整備を図ることを目的としていますが、シル

バーの会員もフリーランスに該当します。  
 

〇なぜ、契約方法の変更が必要か 
 
現在のセンターの契約は「発注者   センター、センター   会員」の二段階

となっており、現行方式のままでは、発注者と会員との間に直接関係が生じる構造と

なっていません。 

このため、フリーランスに位置づけられる会員がフリーランス法による保護を受け、

安心・安全に就業できる環境を整備する必要があり、厚生労働省からもセンターの契

約方法について見直しを行うよう方針が示されました。 
 
ついては、発注者と会員との関係をより明確にしたうえで、現状センターが果たし

ている役割や責務等が何ら変わらないという前提で、令和８年４月１日からセンター

の契約方法を「発注者・センター・会員の三者による包括的な契約」に変更します。 
 
なお、このたびの契約方法の変更は、当センターのみではなく、全国のセンターで

実施されることになっています。発注者の皆様におかれましては、契約方法の変更に

ついてご理解をお願いいたします。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

「フリーランス法」に伴い、  

令和８年４月１日から契約方法を変更します   

公益社団法人   山陽小野田市シルバー人材センター  



 

 

 

 

現行では、発注者はセンターに対し、業務一式を業務委託契約していましたが、

今後は以下の①と②の内訳で発注することになります。  

①  シルバー人材センター利用契約（センターによるマッチングや調整等の業務委託） 

②  会員業務委託契約（依頼する仕事の委託契約）  

 

具体的には  

発注者は、「シルバー人材センター利用規約（発注者がセンターを通じて会員に

業務を委託する際の基本的ルール）」及び「会員業務就業規約（会員がセンターを

通じて就業する際の基本的ルール」（両規約はセンターＨＰに掲載）に同意の上、

センターと「シルバー人材センター利用契約」を締結します。  

センターは利用契約をもとに「会員業務仕様書（業務内容、会員業務委託料、就

業場所、履行期限）」を作成し、会員に就業条件を明示します。  

会員が業務仕様書に同意することで、発注者と会員の間に請負・委任契約関係が

生じ、発注者・センター・会員の三者による包括的な契約が成立します。  

 

※  発注者とセンターとの間で「シルバー人材センター利用契約（包括的契約）」を

結ぶことにより、形式的に発注者と会員との間で契約関係が生じる仕組みのため、

実務面では現行と基本的には変わりありません（発注者と会員との間で契約書の

作成は必要ありません）。  

 

■発注依頼から業務終了までの主な流れ  
 

 変更後 

発注の準備 

現行と変更ありません。  
センターは、発注される仕事の内容等をお伺いし、業務仕様など

を調整します。 

センター利用契約

の締結 

手続きはこれまでと変更ありません。  
変更点は、センターを利用して会員に業務委託する契約内容とな

り、センターは、主に仕事内容と就業会員とのマッチングや総合調
整を担うことになります。 

会員への就業条

件の明示と業務

委託契約の成立 

新たな内容となりますが、センターで対応しますので、発注者の
作業は発生しません。  

フリーランス法に基づく就業条件の明示は、センターが業務仕様
に基づき、就業条件を記載した「会員業務仕様書」を作成し、マッ
チングの際に会員に提示します。 

会員が業務仕様書の内容に同意すれば、発注者と会員の間で業務委
託契約が成立する仕組みとなります。 

業務委託料の

請求 

新たな内容となりますが、事務手続の流れはこれまでと同じです。  
変更点は、センターへの業務委託料（センター業務委託料）と会

員への業務委託料（会員業務委託料）に分かれた内訳となります。
ただし、センターがまとめて請求しますので、手続きに変わりはあ
りません。 

適格請求書の

発行 

センター業務委託料に係る適格請求書は発行します。 
会員業務委託料に係る適格請求書は発行できません。 

※ 「会員業務委託料の消費税相当分について、仕入税額控除不可と

なります」を参照してください。 

契約方法の変更による現行との変更点   



 

 

 

 

 

 

シルバー人材センターが発注者からいただく料金は、「センター業務委託料」と「会員

業務委託料」の２つで構成されます。このうち「会員業務委託料」については、センター

を経由するものの、発注者が会員に対して支払う形となります。  
 

そのため、センターは「センター業務委託料」分については、消費税に係る適格請求書

（インボイス）を交付しますが、「会員業務委託料」分については、会員は基本的に「消

費税免税事業者」であるため、交付することができません。  
 

このことにより、消費税計算時において「会員業務委託料」の消費税分については、仕

入税額控除ができないため、発注者の消費税納税額が増額となってしまいます。  
 

発注者の皆様におかれましては、契約方法の変更により新たなご負担をお掛けすること

となり、当センターとしても大変心苦しく思っておりますが、国の方針に則った法令順守

及び税法上の事項であり、当センターとしても如何ともし難く、何卒ご理解いただきます

ようよろしくお願いいたします。 
 

センターが発行する請求書には、次のとおり料金の内訳を記載することになります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 適格請求書分・・・・センター業務委託料 

② 非適格請求書分・・・会員業務委託料 

料 金 に 係 る 消 費 税 の 課 税 関 係 

センター業務委託料 会員業務委託料 

料金 
発注
者 

 
 

センター業務委託料分についてインボイス交付 

会員業務委託料分はインボイスが 
交付されず仕入税額控除不可 

会員 
 

インボイス 

会員業務委託料の消費税相当分について、仕入税額控除不可となります  

 

インボイス制度が導入された令和 5年 1 0月 1日以降、免税事業者との取引がある課

税事業者の急激な負担を軽減するため、 6年間の仕入税額控除の経過措置が設け

られています。 
 

令和5年 

10月1日 

令和8年 

10月1日 

令和11年 

10月1日 

インボイス制度開始 

免税事業者等からの課税仕入れにつき 

８０％控除可能 
免税事業者等からの課税仕入れにつき 

５０％控除可能 控除不可 

３年間 ３年間 

※ 詳しくは、国税庁ＨＰなどで確認してください。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律 

（フリーランス・事業者間取引適正化法）の概要 

令和６年１１月１日 


